
2021年4月1日

「地域共生社会の在り方検討会議」の検討状況について

第27回社会保障審議会福祉部会
令和７年４月24日

資料２



地域共生社会の在り方検討会議 概要

◼ 地域共生社会の実現に向けた取組については、平成29年の社会福祉法改正により、市町村による包括的な支援体制の整備について努力
義務規定が盛り込まれるとともに、令和２年の同法改正により、重層的支援体制整備事業が新設されたところ。

◼ 令和２年の改正法附則第２条において、施行後５年を目途として施行状況について検討を加えることとされており、地域共生社会の実
現に資する施策の深化・展開について、また、身寄りのない高齢者等が抱える課題等への対応や、総合的な権利擁護支援策の充実等に
ついて、検討することを目的として開催する。

①設置の趣旨

③構成員

1. 「地域共生社会」の実現に向けた方策（地域共生社会の実現に資する施策の深化・展開、重層的支援体制整備事業等に関する今後の方
向性）

2. 地域共生社会における、身寄りのない高齢者等が抱える課題等への対応及び多分野の連携・協働の在り方

3. 成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的な権利擁護支援策の充実

②主な検討事項

朝比奈 ミカ 市川市よりそい支援事業がじゅまる＋（多機関協働等）
 市川市生活サポートセンターそら 総合センター長 

尼野 千絵  特定非営利活動法人暮らしづくりネットワーク北芝
 地域ささえあい推進室コーディネーター

石田 路子 特定非営利活動法人高齢社会をよくする女性の会 副理事長
伊藤 徳馬  茅ヶ崎市こども育成部こども育成相談課こどもセンター

 課長補佐
奥田 知志  特定非営利活動法人抱樸 理事長
勝部 麗子  社会福祉法人豊中市社会福祉協議会 事務局長
加藤 恵  社会福祉法人半田市社会福祉協議会

 半田市障がい者相談支援センター センター長
鏑木 奈津子 上智大学総合人間科学部社会福祉学科准教授

上山 泰 新潟大学法学部法学科教授
菊池 馨実 早稲田大学理事・法学学術院教授
栗田 将行 社会福祉法人福岡市社会福祉協議会

地域福祉部事業開発課長
田中 明美 生駒市特命監
中野 篤子 公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート

常任理事
永田 祐 同志社大学社会学部社会福祉学科教授
原田 正樹 日本福祉大学学長
松田 妙子 NPO法人子育てひろば全国連絡協議会 理事

特定非営利活動法人せたがや子育てネット代表
宮本 太郎 中央大学法学部教授（座長）

④今後のスケジュール（予定）

令和６年６月～令和７年１月：自治体・有識者等へのヒアリング（計８回）、令和７年３月：これまでの議論を踏まえた論点の整理

令和７年夏目途：とりまとめ（令和７年度以降：関係審議会で議論） 1



2021年4月1日検討事項の制度概要・取組状況

①「地域共生社会」の実現に向けた方策 ・・・・ p.3～５

②地域共生社会における、身寄りのない高齢者等が抱える課題等への対応・・・・  p.６～７

③成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的な権利擁護支援策の充実

・・・・  p.８～11



地域共生社会の実現に向けた取組
（包括的な支援体制の整備、重層的支援体制整備事業）

地域共生社会の実現（第4条第1項）

地域福祉の推進
（第4条第2項）

地域生活課題の把握、連携

による解決に向けた取り組み
（第4条第3項）

包括的な支援体制の整備
（第106条の3）

重層的支援体制整備事業
（第106条の４）

3

包括的な支援体制の整備の手法の

一つとして、市町村において相談

支援、参加支援、地域づくりを一

体的に実施する事業

（任意事業：全国473箇所（R7年度予定））

地域福祉の推進は、地域住民が相

互に人格と個性を尊重し合いなが

ら、参加し、共生する地域社会の

実現を目指して行われなければな

らない。

市町村に地域の特性を踏まえた、

包括的な支援体制（※）の整備に努

めることを義務づけ

（※）以下、３点の機能を有する体制

①地域住民同士が支え合う機能

②支援関係機関が連携して支援を行う機能

③地域住民と支援関係機関をつなぐ機能



地域共生社会の実現に向けて

現状 ○ 高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職場といった、人々の生活領域における支え合いの基盤も弱まっている。
○ 加えて、多くの地域では、社会経済の担い手も減少しており、地域社会そのものの存続も危ぶまれている。

目指す
べき社会

・ 生活における人と人とのつながりを再構築し、誰もが役割と生きがいを持ち、互いに支えたり、支えられたりする関係が循環する地域社会
・ 社会・経済活動の基盤として、人と資源が循環し、地域での生活を構成する幅広い関係者による参加と協働により、持続的発展が期待
できる地域社会
の２つの視点からなる、「地域共生社会」の実現を目指す。
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包括的な支援体制の整備（社会福祉法第1 0 6条の３）

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す
活動を行う者に対する支援、地域住民等が相互に
交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に
対する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を
推進するために必要な環境の整備に関する施策

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活
課題に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助
言を行い、（中略）に関する施策

三 生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の支
援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互
の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的
かつ計画的に行う体制の整備に関する施策

二 地域住民等が（中略）、必要に応じて、支援関係
機関に対し、協力を求めることができる体制の整備に
関する施策

• 包括的な支援体制の整備は、地域住民等と支援関係機関が協力し地域生活課題を抱える地域住民を包括的に支える体制整備を行うもの。
（※）社会福祉法第106条の３柱書の規定

市町村は、地域の実情に応じた次に掲げる施策（１～３号）の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進
のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。

• 体制整備においては、①地域で支え合う機能、②支援関係機関が連携して支援を行う機能、③地域と支援機関をつなぐ機能の整備が重要。
• 重層的支援体制整備事業は、この体制整備を進めるための事業であり、人口減少と担い手不足が深刻な地域においては、①地域で支え合

う機能や、③地域と支援関係機関をつなぐ機能が特に重要となる。

①地域で支え合う機能
（居場所・交流の場、

見守り等）

③地域と支援関係機関をつなぐ機能

②支援関係機関同士が
連携して支援を行う機能

（部局横断的ケース会議等）

◎106条の３第１項第３号

◎106条の３第１項第２号後段

◎106条の３第１項第１号・２号前段

≪イメージ図≫ ≪現行条文との関係≫

（注１）地域住民等：地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者（４条２項） 支援関係機関：地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（４条３項）
（注２）包括的相談支援事業と地域づくり事業は重層を実施しているか否かに関わらず、実施されるものであるため記載省略

※重層では、多機関協働事業が
本機能に該当

※重層では、参加支援事業、
アウトリーチ継続的支援事業、
が本機能に該当

地域住民等

支援関係機関
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（出典）令和５年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「身寄りのない高齢者の生活上の多様なニーズ・諸課題等の実態把握調査」より

身寄りのない高齢者の生活上の多様なニーズ・諸課題等の実例
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○高齢期の問題

解決の場面の例

○問題が解決し

なかった場合に

起こることの例



誰もが安心して歳を重ねることができる「幸齢社会」づくりの実現

２  事業の概要・スキーム、実施主体等

○ 身寄りのない高齢者等の生活上の課題に向き合い、安心して歳を重ねることができる社会をつくっていくため、市町村において、①身寄
りのない高齢者等の生活上の課題に関する包括的な相談・調整窓口の整備を行うとともに、②主に十分な資力がないなど、民間による支援
を受けられない方を対象に総合的な支援パッケージを提供する取組を試行的に実施し、課題の検証等を行う。 

１  事業の目的

【実施主体】 市町村（委託可）  【基準額】 １自治体あたり 5,000千円／取組 【補助率】 3/4

１．包括的な相談・調整窓口の整備

見守り

生活支援 財産管理 残置物処分

死後対応法律相談

権利擁護

終活支援入居支援

－ 単身高齢者等包括支援プラットフォーム －

支援プラン
の交付

身寄りのない高齢者等の相談を受け止め、公的支援や民間事業者等が提供
するサービスなど地域の社会資源を組み合わせた包括的支援のマネジメントや各
種支援・契約の履行状況の確認等を行うコーディネーターを配置した相談・調
整窓口を整備。

相談

【高齢者等】 【コーディネーター】

包括的支援

契約支援

履行報告等

つながり支援

２．総合的な支援パッケージを提供する取組

十分な資力がないなど民間による支援を受けられない方や社会資源が乏しい地
域で生活する方が支援の狭間に落ちることのないよう、身寄りのない高齢者等を対
象に、意思決定支援を確保しながら、日常生活支援に加えて、入院・入所時の
身元保証を代替する支援や死後の事務支援を併せて提供する取組を実施。

身
寄
り
の
な
い
高
齢
者
等

社
会
福
祉
協
議
会
等

市
町
村

日常生活支援に加えて、身元保証を代替する支援や死
後の事務支援をパッケージで提供

補
助
、
委
託

実施報告
家賃債務保証など

身寄りのない高齢者等が抱える生活上の課題に対応するためのモデル事業の実施
（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金：「持続可能な権利擁護支援モデル事業」）

《業務内容》
意思決定支援を確保しながら以下の業務

を実施
・地域の社会資源を組み合わせた『包括的
な支援プラン』の作成。

・プランに基づく支援のアレンジメントや
各種契約支援、履行状況確認

・様々な分野の活動や人と人とのつなぎ合
わせなど地域づくりのコーディネート

など

本人に寄り添った意思決定の支援

身元保証を代替する支援
（例）入院・入所時の手続支援／緊急連絡先の指定の受託・

緊急時の対応等

日常生活支援
（例）介護保険サービス等の手続代行／公共料金の支払代行／

生活費の管理・送金／印鑑・証書・重要書類の保管等

死後の事務支援
（例）病院等の費用の精算代行/遺体の確認・引き取り/居室の原状

回復/残存家財・遺品の処分/葬儀・納骨・法要の支援
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第二期成年後見制度利用促進基本計画の概要
～ 尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参加を図る権利擁護支援の推進 ～

Ⅰ 成年後見制度の利用促進に当たっての基本的な考え方

○ 成年後見制度利用促進法に基づき、令和４年3月に「第二期成年後見制度利用促進基本計画」（計画期間は令和４～８年度の5年間）を閣議決定

◆ 地域共生社会の実現に向けた権利擁護支援の推進
・ 地域共生社会の実現という目的に向け、本人を中心とした支援・活動における共通基盤となる考
え方として「権利擁護支援」を位置付けた上で、地域連携ネットワークにおける権利擁護支援策の
一層の充実などの成年後見制度利用促進の取組をさらに進めていく。

◆ 尊厳のある本人らしい生活を継続できるようにするための成年後見制度の運用改善等
・ 以下を基本として成年後見制度の運用改善等に取り組む。
① 本人の自己決定権を尊重し、意思決定支援・身上保護も重視した制度の運用とすること
② 成年後見制度以外の権利擁護支援による対応の可能性についても考慮された上で、適切に成年後

見制度が利用されるよう、連携体制を整備すること
③ 成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実すること
④ 任意後見制度や補助・保佐類型が利用されるための取組を進めること
⑤ 不正防止等の方策を推進すること

◆ 司法による権利擁護支援などを身近なものにするしくみづくり
・ 地域連携ネットワークを通じた福祉と司法の連携強化により、必要な人が必要な時に司法による
権利擁護支援などを適切に受けられるようにしていく。

４ 優先して取り組む事項
（１）任意後見制度の利用促進
（２）担い手の確保・育成等の推進
（３）市町村長申立ての適切な実施と成年後見制度利用支援事業の推進
（４）地方公共団体による行政計画等の策定
（５）都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくりの推進

３ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり
（１）権利擁護支援の地域連携ネットワークの基本的な考え方
       －尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参加－

（２）地域連携ネットワークの機能
－個別支援と制度の運用・監督－

（３）地域連携ネットワークの機能を強化するための取組
       －中核機関のコーディネート機能の強化等を通じた連携・協力による地域づくり－

（４）包括的・多層的な支援体制の構築

２ 尊厳のある本人らしい生活を継続するための成年後見制度の運用改善等
（１）本人の特性に応じた意思決定支援とその浸透
（２）適切な後見人等の選任・交代の推進等
（３）不正防止の徹底と利用しやすさの調和等
（４）各種手続における後見業務の円滑化等

１ 成年後見制度等の見直しに向けた検討と総合的な権利擁護支援策の充実
（１）成年後見制度等の見直しに向けた検討

・ スポット利用の可否／三類型の在り方／成年後見人の柔軟な交代／成年後見
  人の報酬の在り方／任意後見制度の在り方

（２）総合的な権利擁護支援策の充実

・ 日常生活自立支援事業等との連携・体制強化／新たな連携による生活支援・
意思決定支援の検討／都道府県単位での新たな取組の検討

Ⅱ 成年後見制度の利用促進に向けて総合的かつ計画的に講ずべき施策
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第二期成年後見制度利用促進基本計画（抄）
（総合的な権利擁護支援策の充実、権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり）

１ 成年後見制度の見直しに向けた検討と総合的な権利擁護支援策の充実

（２） 総合的な権利擁護支援策の充実

  （１）の成年後見制度の見直しの検討をより深めていくためには、
成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実させていく必要が
ある。そのため、新たに意思決定支援等によって本人を支える各種方
策や司法による権利擁護支援を身近なものとする各種方策の検討を進
め、これらの検討や成年後見制度の見直しの検討に対応して、福祉の
制度や事業の必要な見直しを検討する。

②新たな連携・協力体制の構築による生活支援・意思決定支援の検討

・  国は、公的な機関、民間事業者や当事者団体等の多様な主体によ
る生活支援等のサービス（簡易な金銭管理、入院・入所手続支援等
各種の生活支援サービスをいう。）が、本人の権利擁護支援として
展開されるよう、意思決定支援等を確保しながら取組を拡げるため
の方策を検討する。

・ その際、身寄りのない人も含め、誰もが安心して生活支援等の
サービスを利用することができるよう、運営の透明性や信頼性の確
保の方策、地域連携ネットワーク等との連携の方策についても検討
する。

・ 生活支援等のサービスの提供における意思決定支援等の確保の検
討の際には、意思決定支援の取組の推進において市民後見人の果た
してきた役割が大きいこと、ピアサポートの支援が効果的であるこ
とに鑑み、市民後見人養成研修の修了者や障害のある当事者等の参
画方策の検討を進める。加えて、これらの人が、必要に応じて専門
職等の支援等を受けながら意思決定支援を行う方策を、市町村の関
与の在り方も含めて検討する。

・ 上記の検討の際、意思決定支援の場面において、権利侵害や法的
課題を発見した場合、専門職等が必要な支援を助言・実施すること、
行政の関与を求めること、専門職による法的支援や成年後見制度に
つなぐことなど、司法による権利擁護支援を身近なものとする方策
についても検討を進める。

３ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

（１） 権利擁護支援の地域連携ネットワークの基本的な考え方

① 地域連携ネットワークの必要性と趣旨

  ア 地域連携ネットワークの必要性

 各地域において、現に権利擁護支援を必要としている人も含めた地

域に暮らす全ての人が、尊厳のある本人らしい生活を継続し、地域社

会に参加できるようにするため、地域や福祉、行政などに司法を加え

た多様な分野・主体が連携するしくみをつくっていく必要がある。

② 地域連携ネットワークのしくみ

  ウ 中核機関

中核機関とは、地域連携ネットワークのコーディネートを担う中核

的な機関や体制であり、以下のような役割を担う。

・ 本人や関係者等からの権利擁護支援や成年後見制度に関する相談を

受け、必要に応じて専門的助言等を確保しつつ、権利擁護支援の内容

の検討や支援を適切に実施するためのコーディネートを担う役割

・ 専門職団体・関係機関の協力・連携強化を図るために関係者のコー

ディネートを行う役割（協議会の運営等）

 中核機関の運営は、地域の実情に応じ、市町村により直営または市町

村からの委託などにより行う。市町村が委託する場合等の運営主体につ

いては、業務の中立性・公正性の確保に留意しつつ、専門的業務に継続

的に対応する能力を有する法人（例えば、社会福祉協議会、NPO法人、

公益法人等）を適切に選定するものとする。

なお、国は１（１）に記載した成年後見制度等の見直しの検討と併せ

て、中核機関の位置付け及びその役割にふさわしい適切な名称を検討す

る。
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＜参考：権利擁護支援チーム＞
権利擁護支援が必要な人を中心に、本人の状況に応じ、本人に身近な親族等や地域、

保健・福祉・医療の関係者などが、協力して日常的に本人を見守り、本人の意思及び
選好や価値観を継続的に把握し、必要な権利擁護支援の対応を行うしくみ。



2021年4月1日

「地域共生社会の在り方検討会議」の検討状況



各回テーマに沿って、自治体や有識者等からヒアリング等を実施。

「地域共生社会の在り方検討会議」の開催状況（第１回～第９回）

◼ 第１回（6/27） テーマ：地域共生社会の実現に向けた取組と課題について

◼ 第２回（7/29） テーマ：地域共生社会の実現に向けた取組について（包括的な支援体制の整備の現状と今後の在り方について）

ヒアリング：福井県坂井市（重層事業実施自治体）、岐阜県飛騨市（重層事業未実施自治体）、奈良県（市町村への後方支援）

◼ 第３回（8/21） テーマ：成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的な権利擁護支援策の充実について

ヒアリング：法制審議会民法（成年後見等関係）山野目部会長、福岡県大川市（モデル事業実施自治体）、

特定非営利活動法人尾張東部権利擁護支援センター（中核機関）、最高裁判所

◼ 第４回（9/30） テーマ：福祉分野以外の分野との連携・協働による地域共生社会の実現について

ヒアリング：総務省、環境省、消費者庁、大阪府阪南市、日本生活協同組合連合会

その他資料提供：内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局／内閣府地方創生推進事務局、内閣府孤独・孤独孤立対策推進室、文部科学省、
厚生労働省雇用環境・均等局勤労者生活課労働者協同組合業務室、農林水産省、国土交通省、中小企業庁

◼ 第５回（10/29） テーマ：地域共生社会における、身寄りのない高齢者等が抱える課題等への対応について

ヒアリング：株式会社日本総合研究所（総論）、愛知県岡崎市（モデル事業実施自治体）、

福岡市社会福祉協議会（モデル事業実施自治体等）、NPO法人やどかりプラス（地域のネットワークづくり）

◼ 第６回（11/26） テーマ：包括的な支援体制の整備、重層的支援体制整備事業の課題と今後の方向性について

◼ 第７回（12/26） テーマ：①社会福祉法人・社会福祉連携推進法人、②災害時の被災者支援との連携

ヒアリング：①社会福祉法人堺暁福祉会（地域での公益的取組）、社会福祉連携推進法人共創福祉ひだ（連携の取組）

②特定非営利活動法人YNF、一般社団法人PSC、新潟大学危機管理本部／危機管理センター（被災者支援）
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◼ 第８回（1/31） テーマ：①若者支援の取組、②地域包括ケアにおける地域づくり、住民主体の地域づくり

ヒアリング：①認定特定非営利活動法人スチューデント・サポート・フェイス、こども家庭庁（若者支援）

②老健局（地域包括ケア）、滋賀県甲賀市（住民主体の地域づくり）

◼ 第９回（3/27） テーマ：これまでの議論を踏まえた論点整理（案）について



「地域共生社会の在り方検討会議」における主な論点

（１）地域共生社会の理念・概念の再整理

（２）包括的な支援体制の整備・重層事業の今後の在り方

  ① 包括的な支援体制の整備と重層事業の関係性
  ② 包括的な支援体制の整備を推進するための方策（市町村への支援の在り方・都道府県の役割・地域づくり・小規模市町村等の対応）

  ③ 包括的な支援体制の整備や重層事業実施に向けたプロセス
  ④ 包括的な支援体制の整備や重層事業の実施状況の検証・見直し（PDCA）
  ⑤ 包括的な支援体制の整備・重層事業の目標・評価設定
  ⑥ 多機関協働事業の役割・機能
  ⑦ 若者支援

（３）福祉以外分野との連携・協働の今後の在り方

１．地域共生社会の更なる展開に向けた対応

２．身寄りのない高齢者等への対応

（１）身寄りのない高齢者等の生活上の課題に関する相談窓口の在り方

（２）身寄りのない高齢者等の生活上の課題に対する支援策の在り方

（３）身寄りのない高齢者等を地域で支える体制（関係機関とのネットワーク構築等）の在り方

３．成年後見制度の見直しに向けた司法と福祉との連携強化等の総合的な権利擁護支援策の充実の方向性

（１）新たな連携・協力体制の構築による生活支援や意思決定支援の在り方

（２）「中核機関」に求められる新たな役割及びその位置づけ

４．その他

（１）社会福祉法人・社会福祉連携推進法人の地域共生社会の担い手としての役割や経営の協働化・大規模化等の在り方

（２）災害時の被災者支援との連携の在り方 12
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